
平 成 ２ ２ 年 ２ 月 ５ 日

消 費 者 庁

消費生活用製品の重大製品事故に係る公表について

消費生活用製品安全法第３５条第１項の規定に基づき報告のあった重大製品事

故について、以下のとおり公表します。

１．ガス機器・石油機器に関する事故 ４件

（うち石油温風暖房機（開放式）１件、石油給湯機２件、カセットボンベ１件）

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、

製品起因が疑われる事故 ５件

（うちテレビ（ブラウン管型）３件、電気カーペット１件、空気圧縮機１件）

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、

製品起因か否かが特定できていない事故 ７件

（うち電気ストーブ１件、電気毛布１件、ミシン１件、照明器具２件、傘１件、

電気洗濯機１件）

４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、第三者判定委員会において、

審議を予定している案件 ０件

該当案件無し

※１．～４．の詳細は別紙のとおりです。

５．留意事項

本公表内容については、速報段階のものであり、今後の追加情報、事故調査の進展

等により、変更又は削除される可能性があります。

６．特記事項

(1)三菱電機株式会社が製造したテレビ（ブラウン管型）

（A200700293、A200700492、A200900635）

①事故事象及び再発防止策について

三菱電機株式会社が製造したブラウン管テレビにおいて、当該製品内部から発火す

る事故が、３件発生しています（いずれも人的被害無し）。

調査の結果、長期使用に伴う経年劣化によって、当該製品の電源基板から発火した



ものと考えられました。また、当該製品は、発火源となった電源基板に隣接して難燃

性ではない樹脂製部品が配置された構造であったため、焼損が拡大したものと判明し

ました。

このため、同社では類似の構造を有するブラウン管テレビについて、今後も同様な

事故が発生するおそれがあり、また、補修部品もなく、修理対応が不可能であるため、

昨日、プレスリリースを行うとともに、ホームページに情報を掲載して、対象製品に

ついて、直ちに使用の中止を呼びかけました。

なお、同社では、平成２１年４月より、ホームページ等において長期間使用した当

該機種を含むブラウン管テレビについて、内部部品やはんだ付け部分が劣化し、発煙

・発火するおそれがあるため、「電源スイッチを入れても、映像や音が出ない。」、「上

下、または左右の画像が欠けて映る。」、「変なにおいがしたり、煙が出たりする。」な

どの症状がある場合は、直ちに使用を停止するよう注意喚起していました。

これら３件の火災事故は事故発生前に、画面が細くなったり、画面が出なくなるな

どの故障状態となっていました。

②対象機種等

機種型式 製造期間 対象台数

三菱電機ブランド 29C-AT1 1988年5月～1989年7月 39,300

（14機種） 29C-AT81 1988年5月～1988年8月 400

29C-AT91 1988年10月～1989年2月 1,000

29C-AT1BS 1988年7月～1990年5月 13,100

29C-BA1 1990年4月～1990年8月 20,000

27C-AT1 1988年5月～1989年8月 16,000

29C-AT2 1989年3月～1990年2月 48,600

29C-AT92 1989年5月～1989年6月 500

29C-DA2 1989年5月～1989年10月 5,000

27C-AT2 1989年5月～1989年12月 18,600

29C-AT3 1989年9月～1991年1月 58,760

29C-AT93 1989年11月～1990年4月 900

29C-A3Z 1989年10月～1991年1月 8,000

27C-AT3 1989年9月～1991年1月 24,500

ブラザー工業ブラ CT29-844 1988年6月～1989年1月 800
ンド

CT29-845 1988年8月～1990年5月 650
（5機種）

CT29-846 1989年4月～1989年9月 900

CT29-847 1989年11月～1990年3月 800

CT27-742 1989年10月～1990年6月 1,100

合 計 258,910



対象機種型式の確認方法

キャビネット正面及び背面の銘板に記載されている機種型式を御確認ください。

※本体形状は機種型式によって異なります。

③消費者への注意喚起

上記対象製品をお持ちの方は、直ちに使用を中止していただき、下記問い合わせ先

に御連絡ください。

（三菱電機株式会社の問い合わせ先）

電話番号：０１２０－２５０－３９５

受付時間：９時～１９時（平成２２年２月２８日まで毎日）

９時～１７時（平成２２年３月１日以降、土・日・祝日を除く）

ホームページ：http://www.mitsubishielectric.co.jp/oshirase/ctv1001/

(2)株式会社ナカトミが輸入した空気圧縮機（A200900961）

①事故事象及び再発防止策について

株式会社ナカトミが輸入した空気圧縮機において、モーター及びサーキットブレー

カーの定格が適切でないために、低温下でモーターが起動不良を起こし、過熱・発火

に至る事故が１３件（重大事故３件（本件含む）、非重大事故１０件）発生していま

す。

このため同社では、平成１９年１月１４日に新聞社告を掲載し、また販売店におけ

る店頭掲示等により注意喚起を行うとともに、対象製品について、回収（代金返金）

を実施しています。

②対象機種等

機種・型式 輸入期間 対象(販売)台数

ＣＰ－１４５０ 平成１８年１２月～平成１９年１月 １，８４１

ＣＰ－１４６０ 平成１８年１２月～平成１９年１月 １，７２９

合 計 ３，５７０

機種型式表示位置

機種型式表示位置

 



回収対象台数 ３，５７０台（２機種合計）

回収率 ７８．６％（平成２２年２月４日現在）

③消費者への注意喚起

上記対象製品をお持ちの皆様におかれましては、ただちに電源プラグをコンセント

から抜いていただくとともに、下記問い合わせ先に速やかに御連絡ください。

（株式会社ナカトミの問い合わせ先）

電話番号：０１２０－５５７－１８１

０２６－２４５－５０１７

受付時間：９時～１８時（土・日・祝日を除く）

ホームページ：http://www.nakatomi-sangyo.com/maintenance/owabi.gif

（本発表資料の問い合わせ先）

消費者庁消費者安全課（製品事故情報担当）

担当：中嶋、服部、榎本

電話：03-3507-9204（直通）

（三菱電機株式会社が製造したブラウン管テレビに関する問い

合わせ先）

（株式会社ナカトミが輸入した空気圧縮機に関する問い合わせ

先）

経済産業省商務流通グループ製品安全課製品事故対策室

担当：横田、吉津、山﨑

電話：03-3501-1707（直通）



■消費生活用製品の重大製品事故一覧 別　　　紙

１．ガス機器・石油機器に関する事故（製品起因か否かが特定できていない事故を含む）
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A200900955 平成21年12月23日 平成22年2月1日
石油温風暖房機
（開放式）

OH-２５C
松下住設機器株式会
社 (現　パナソニック
株式会社）

火災
火災が発生し、現場に当該製品があった。出
火元も含め、現在、原因を調査中。

岩手県 　

A200900960 平成22年1月21日 平成22年2月1日 石油給湯機 KIBF-４２２DSA 株式会社長府製作所 火災
当該製品を使用中、異音がしたので確認する
と、当該製品の排気口周辺が焼損していた。
現在、原因を調査中。

富山県
製造から10年
以上経過した
製品。

A200900963 平成22年1月24日 平成22年2月2日 石油給湯機 OQB-405Y 株式会社ノーリツ 火災

当該製品を使用中、異常に気付き確認する
と、当該製品及び周辺が焼損する火災が発
生していた。設置状況も含め、現在、原因を
調査中。

熊本県  

A200900966 平成21年12月2日 平成22年2月3日 カセットボンベ なし
株式会社東海
(輸入事業者)

火災
当該製品を装着したカセットこんろが焼損し、
周辺が破損する火災が発生した。使用状況も
含め、現在、原因を調査中。

奈良県
A200900938と
同一事故。



２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故（続き）
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A200700293 平成19年7月14日 平成19年8月3日
テレビ（ブラウン管
型）

29C-AT3 三菱電機株式会社 火災

当該製品の側面が焼損する火災が発生し
た。分解したところ、電源基板の一部が焼損し
ていた。
電源基板内水平偏向回路のコンデンサのは
んだ付け部が長期間使用による経年劣化で、
はんだの接続不具合が生じ故障状態となり、
この状態で使用を継続したため、絶縁劣化が
進行した（映像は出ず、音声だけを聞いてい
たとのこと。）。
絶縁劣化の進行は、はんだ付け部で微小な
放電が発生したか、又は、基板面の汚損湿潤
あるいは導電性異物の侵入／混入により生じ
たと推定される。

大阪府

平成19年8月7
日に、製品起
因が疑わしい
事故として公
表していたも
の。
製造から15年
以上経過した
製品。
平成22年2月4
日から使用中
止の呼びかけ
を実施。

A200700492 平成19年9月26日 平成19年10月4日
テレビ（ブラウン管
型）

29C-AT2 三菱電機株式会社 火災

当該製品のスイッチを入れた際に、当該製品
周辺より発煙し、煤で部屋が汚損した。
事故原因は、当該製品の電源基板のパター
ンが断線したことから、異常な電流が流れて
故障状態（事故発生前から画面が暗く、正常
に映らなくなっていた。）を呈し、基板上の抵
抗が異常発熱し、それにより基板が炭化し、
基板の絶縁性が失われ放電を生じて発火に
至ったものと考えられた。

千葉県

平成19年10月
10日に製品起
因が否かが特
定できない事
故として公表
し、平成20年4
月4日に、製品
起因が疑わし
い事故として公
表していたも
の。
製造から15年
以上経過した
製品。
平成22年2月4
日から使用中
止の呼びかけ
を実施。



２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A200900635 平成21年11月2日 平成21年11月11日
テレビ（ブラウン管
型）

29C-AT2 三菱電機株式会社 火災

当該製品の電源を入れたところ発煙・出火し、
当該製品を焼損し周辺を汚損した。
長期使用による経年劣化によって電源基板
から発火したものと考えられたが、電源基板
の焼失が著しく原因は特定できなかった。
なお、事故発生前に画面が細くなった後、映
像が出なくなっていた。

石川県

平成21年11月
13日に、消費
者庁において、
製品起因が疑
わしい事故とし
て公表してい
たもの。
製造から20年
以上経過した
製品。
平成22年2月4
日から使用中
止の呼びかけ
を実施。

A200900954 平成22年1月19日 平成22年1月31日 電気カーペット
CK-2002M（株
式会社東芝ブラ
ンド）

日本電熱株式会社
（株式会社東芝ブラン
ド）

火災

当該製品を使用中、当該製品の電源コードの
本体側付近から出火する火災が発生し、当該
製品及び周辺が焼損した。長期使用による劣
化の可能性も含め、現在、原因を調査中。

大阪府 　

A200900961 平成22年1月24日 平成22年2月1日 空気圧縮機 CP-1460
株式会社ナカトミ
(輸入事業者)

火災

当該製品から出火する火災が発生し、当該製
品及び周辺が焼損した。
事故原因は、モーター及びサーキットブレー
カーの定格が適切でないために、低温下で
モーターが起動不良を起こすことにより、過熱
して発火したものと考えられる。

鹿児島県

平成22年2月3
日に消費者庁
にて公表済事
故。
平成19年1月
14日からリコー
ル実施。



３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A200900956 平成22年1月16日 平成22年2月1日 電気ストーブ 火災
当該製品及び周辺が焼損する火災が発生した。出火元も
含め、現在、原因を調査中。

兵庫県 　

A200900957 平成22年1月18日 平成22年2月1日 電気毛布
火災

軽傷1名

当該製品を使用中、電源コードのプラグ付近から出火す
る火災が発生し、当該製品が焼損し、１名が軽傷を負っ
た。現在、原因を調査中。

京都府

A200900958 平成21年12月25日 平成22年2月1日 ミシン 火災

ブレーカーが落ち、火災報知器が鳴動したため、確認する
と当該製品の電源コード付近から出火する火災が発生し
ており、当該製品及び周辺が焼損した。現在、原因を調査
中。

埼玉県 　

A200900959 平成21年12月8日 平成22年2月1日 照明器具 火災
当該製品及び周辺が焼損する火災が発生した。出火元も
含め、現在、原因を調査中。

宮城県

A200900962 平成21年11月1日 平成22年2月1日 傘 重傷1名
ジャンプ式の当該製品を車中で折り畳む際、当該製品の
傘骨が体に刺さり、負傷した。現在、原因を調査中。

香川県 　

A200900964 平成22年1月19日 平成22年2月2日 照明器具 火災
当該製品のスイッチを入れても点灯しなかったため確認す
ると、当該製品の部品及び周辺が焼損していた。設置状
況も含め、現在、原因を調査中。

東京都 　

A200900965 平成22年1月24日 平成22年2月2日 電気洗濯機 火災
当該製品及び周辺が焼損する火災が発生した。出火元も
含め、現在、原因を調査中。

大阪府

４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、第三者判定委員会において審議を予定している案件

該当案件無し



 

テレビ（ブラウン管型）（管理番号：A200700492、A200900635） 

 

 

 

空気圧縮機（管理理号：A200900961） 

 

 


